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アジアのスポーツ
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アジア野球連盟

Baseball Federation of Asia
1954年設立 本部：韓国・道谷洞
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アジアバスケット連盟
1960年：アジアバスケットボール連盟（ABC）
2004年：FIBAアジア（FIBA Asia）
本部：マレーシア・クアラルンプール
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アジアサッカー連盟
1954年：Asian Football Confederation 設立
本部：マレーシア・クアラルンプール
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FIFAランキング
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ワールドカップ
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韓国のスポーツ
韓国文化体育観光部は、スポーツ産業を育成し５年間で新規雇用４万人分を創出する「スポーツ産業
中長期発展計画」を発表した。

国内のスポーツ産業に先端ＩＴ（情報技術）や科学技術を融合し、来年から２０１８年までに関連産業を
現在の３７兆ウォン（３兆５７９３億円）から５３兆ウォン規模に拡大。雇用を２３万人から２７万人に増や
すことを目指す。

「スポーツ産業の融・複合化を通じた未来の成長動力創出」というビジョンの下、融・複合型の未来の
スポーツ市場創出、スポーツ参加と観戦促進による潜在需要の拡大、スポーツ産業をリードする企業
の育成などの推進戦略を掲げた。

韓国のスポーツ産業は年平均１１．９％の成長を続けているが、海外のスポーツ関連企業が韓国市
場の７０％以上を占めている。このため韓国のＩＴインフラと関連企業のノウハウをスポーツ分野に導入
し新たな市場を開拓する計画。

具体的にはスマートフォン（多機能携帯電話）やタブレット端末などＩＴ機器を活用し、運動内容やカロリ
ー消費量などの情報管理や多様な情報の共有ができる開放型スポーツ情報プラットホームを構築する
。１８年までに有望企業を毎年２０社発掘し育成することも盛り込まれた。

また、雇用支援センターを運営し、未来の市場の需要に柔軟に対応できる専門人材を育成する計画。

文化体育観光部は総額２７４０億ウォンの予算が必要と試算している。

ソウル聯合ニュース 2014.10.02
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韓国のスポーツ
日本統治時代の朝鮮、朝鮮民主主義人民共和国（以下「北」と略称）、
大韓民国（以下「南」と略称）を含めた朝鮮全体のスポーツを説明する。

李氏朝鮮時代には、肉体的活動を蔑む儒教のために、体育やスポーツ
は発達しなかった。崇文賎武思想（武術より学問を優位とする思想）に
より、文官が優先され武官は賎視されたので、武技も不振だった。

近代的なスポーツは日本統治時代に広まった。李氏朝鮮時代の教育
は科挙受験のための古典漢文教育に偏っていたが、新しい学校教育
の中で体育が導入された。また、この時期に各種の競技団体が設立さ
れ、競技大会が開かれた。この時代は朝鮮は日本の一部だったから、
選手は日本の国内大会に参加したし、日本代表としてオリンピックなど
の国際大会にも参加した。第2次大戦後は朝鮮は南北に分かれたが、
国際大会に南北合同チームで参加し「コリア」の名前で国旗の代わりに
統一旗を使うこともある。南では現在、野球、サッカー（男子のみ）、バ
スケットボール、バレーボールの4大プロスポーツがある。
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韓国のスポーツ
1980年代までは、政府は学校体育とエリート体育に重点を置いており、
体育・スポーツ政策における生活体育(健康と体力増進のために行う日
常的なスポーツ活動)とエリート体育の均衡ある発展は考えにくい時代。
第3共和国が体育・スポーツ政策の基礎を固めた時期であったとすれば
、第5共和国(1981-1988)は、スポーツ共和国と呼ばれるほど、どの歴代
政権より体育・スポーツ分野に多くの関心を注いだ。

特に政府組織内に「体育部」を新設することによって国民体育振興を本
格的に推進し、体育・スポーツを通じて国民和合、福祉増進および国威
宣揚を図ろうとした。
このような背景の中で、1986年のソウルアジア大会と1988年のソウルオ
リンピックに向けた準備を進めることとなった。
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韓国のスポーツ
ソウルオリンピックの成功を足掛かりとして、第6共和国の政府(1988-
1993)は、「国民生活体育振興総合計画(ホドリ計画)」を策定し、1991年
に生活体育を専門に担当する国民生活体育会を設立し、国民の生活体
育の振興のための制度的な基盤を構築した。
文民政府(1993-1998)は、特に生活体育とエリート体育の均衡ある振
興を図る政策を実施するために、「第1次国民体育振興5ヶ年計画(1993-
1997)」を策定し、体育・スポーツ政策を推進した。
国民政府（ 1998-2003） は、「第2次国民体育振興5ヶ年計画(1998-2002)
」を策定し、2002年のサッカーワールドカップ日韓大会を成功させるため
の基盤施設の拡充と国民の生活体育の機会拡大に重点を置き、体育・
スポーツ政策を展開した。
参与政府(2003-2008)は、「第3次国民体育振興5ヶ年計画(2003-2008)」
を策定し、スポーツ参加率の向上を通じた国民の健康増進と、世界10位
以内の競技力の維持を通じた国威宣揚に重点を置き、当該政策を推進
しながら多世代・多年齢が参加できるスポーツクラブ事業を推進した。
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韓国のスポーツ
2008年からは、「文化ビジョン(2008-2012)」を策定し、スポーツ活動の参
加状況の改善、スポーツに親しみやすい教育環境の整備、世界の中で
の韓国スポーツの位置づけ、エリートスポーツの国際競争力の強化、ス
ポーツ行政システムの先進化、スポーツ産業の競争力の強化などの主
要政策課題を提示し、体育・スポーツ振興政策を推進している。

歴史的にみると、韓国のスポーツ政策は、競技力向上に関する施策を
中心に展開されてきたが、第6共和制以降は、徐々に生涯スポーツやス
ポーツ産業に関する施策が導入され、政策の転換を今後どのように図る
かが政策課題となっている。
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韓国のスポーツ組織体制図
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韓国のスポーツ

陸上
サッカー ・・ 1933年 朝鮮蹴球協会 設立
野球 ・・ 1934年 朝鮮野球協会(現．大韓野球協会)

1982年 プロ野球開始
バスケットボール ・・ 1925年に朝鮮バスケットボール協会

（現在の大韓バスケットボール協会）
バレーボール
ハンドボール
重量挙げ
スケート
ゴルフ
武術・格闘技
プロレス
ボクシング
ラグビー
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韓国の４大スポーツ
サッカー(Ｋリーグ)の平均年俸は1億4610万ウォン、野球より高額
チームの年俸総額、最高は水原サムスン…1人平均2億9250万ウォン

発足から30周年を迎えた韓国プロサッカーKリーグ（発足当初はスーパーリーグ）が、初めて全球団の選手の年俸状況を公開した。

韓国プロサッカー連盟は11日、Kリーグクラシック（1部リーグ）の選手の平均年俸を調査した結果、1億4610万ウォン（約1288万円）だっ
たと発表した。

これは、Kリーグクラシック所属14球団の登録選手467人（外国人は除く）を対象に、基本給と各種手当を合わせた年俸の現況を調査し
たもの。この金額は韓国の4大プロスポーツ（野球、サッカー、バスケットボール、バレーボール）の中で2番目に高い。

韓国の4大プロスポーツのうち平均年俸が最も高いのは、男子プロバスケットボール。男子バスケは、10チーム125人（1部リーグ開幕時
の登録選手）の2012－13シーズンの平均年俸が1億4858ウォン（約1310万円）で、プロサッカーをわずかに上回った。プロ野球（13年シー
ズン、9チーム222人）が1億3815万ウォン（約1218万円）、男子プロバレーボール（12－13年シーズン、6チーム98人）が9370万ウォン（約
827万円）だった。

水原サムスンが、韓国人選手31人の年俸総額90億ウォン（約7億9400万円）で最も高い。選手1人当たりの平均年俸は2億9250万ウォン
（約2580万円）。続いて全北が2億4633万ウォン（約2173万円）、蔚山が2億2610万ウォン（約1994万円）の順だった。

これはプロ野球と比べると高い数字。プロ野球で平均年俸が最も高いのはサムスン。
外国人を除いた韓国人選手1人当たりの平均年俸は1億8865万ウォン（約1664万円）で、プロサッカーでいえば5位に該当。

プロ野球は、新生チームのNCダイノス（6596万ウォン＝約582万円）を除く全チームの平均年俸が1億ウォン（約880万円）台だが、プロサ
ッカーは2億ウォン（約1760万円）台が3チーム、1億ウォン台が7チーム、1億ウォン以下が4チームとチーム間の差が大きい。
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韓国のプロスポーツ規模
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韓国における運動・スポーツ実施率の推移
（10歳以上、1994～2010） （％）
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主に実施しているスポーツ活動とその割合
（％）
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生活体育同好人クラブ(地域スポーツクラブの
数・種目数および会員数の動向
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スポーツ・レジャー産業生産規模および鉱工業内比重

(単位:億ウォン)
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韓国政府、スポーツ産業を通じて雇用創出

韓国政府はスポーツ産業とIT技術などを融合させ、向こう5年間で
上記内容の実現を目指す「スポーツ産業中長期発展計画」を発表
。スポーツ産業の先端化などに5年間で53兆ウォンを投じる同計画
の柱は、国民がより気軽で手軽にスポーツを楽しめる環境づくりと
新規市場の創出。

スポーツ産業関連企業の育成については、スポーツ資産価値評
価制度やスポーツエイジェント制度などを導入し、スポーツ投資組
合を結成して金融投資インフラを整備するとともに、産学研ネット
ワークを構築して企業経営の力量を強化する計画。

また、スポーツ産業における母胎ファンドとクラウドファンディング
システムを構築して企業が参加できる機会を提供し、2018年まで
年間20、計100のスポーツ産業強小企業を育成する計画。
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韓国のスポーツ産業規模の推移
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日・韓・米のスポーツ産業規模比較

対円為替レート
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台湾のスポーツ

サッカー ・・
野球 ・・ プロ野球機構(中華職棒聯盟, CPBL)
バスケットボール ・・
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中国のスポーツ
スポーツのプロ化
中国で人気のあるスポーツは、サッカーとバスケットボールである。特にサッ

カーの人気が高く、選手の年俸も一番高い。サッカー、バスケットボール、バレ
ーボール、卓球、囲碁などはプロ化している。プロ養成機関としては、プロチー
ムの下部組織のようにスポンサーからの支援で成り立っているクラブと、選手
からの会費収入でなりたっているクラブの2種類がある。前者は学校から選手を
スカウトし、無料で育ててくれる。後者は、高い会費を払わなければならない。
中国で、一般の人が出世する方法として、高学歴を得る、商売で儲ける、芸

能人や芸術家になる、などがあるが、スポーツ選手になることもその中の一つ
である。中国では教育にお金がかかり、並みの収入の家庭では良い学校に入
れない。高卒と大卒では、年収が3倍違うといわれている。
スポーツのプロ養成機関も例に漏れず、自費で参加できる選手は経済力の

ある家庭の子息だけである。また、受験競争の激しさと同様に、「小学校三年生
くらいと思われる女児が体操の指導を受けているところを見学しました。コーチ
の納得する技ができず、叩かれ泣きながら訓練を受けていて、暗い気持ちに」（
2000,山田）なったというように指導そのものも過熱している。
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中国のサッカー
中国のサッカー組織
中国には、サッカーの全国リーグとして甲Ａ、甲Ｂ、乙のトップリーグ（表1）と、

21才以下、19才以下、17才以下のユースリーグ、そして、女子リーグがある。新
しくプロを目指すチームは、乙リーグから始めて勝ち上がっていく。今は、施設
や選手の確保など経営的に難しいのでチームが増えていく様子はないようだ。
甲Ａから乙までに所属する選手は、基本的にはサッカーを職業としている。チー
ム名には、スポンサー企業の名前がついている。
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中国のサッカー
プロサッカーチームの運営
上海には、甲Ａに所属する上海申花、甲Ｂの上海浦東、乙の上海有線電視台、女子の上海電視台

がある。上海申花は、甲Ａでも常に上位に位置する強豪であり人気チームである。
上海申花足球倶楽部副総経理の胡康健氏によれば、上海申花足球倶楽部の経営は甲Ａリーグ所

属クラブの中では良い方だが決して楽ではなく、まず、自分の力でクラブを維持していくことが目標とな
っている。クラブの経営は、7社があわせて2億元を出資して設立した申花株式有限公司が行っており
上場もしている。元々は上海申花という中堅の家電メーカー所有のクラブだったが、最近、経営を分離
し独立した。スタッフは選手以外に40人ということである。
入場料 VIP席 100元 （約1300円）

甲席 80元 （約1040円）
乙席 60元 （約 780円）
丙席 40元 （約 520円）

資料：胡氏より聞き取り作成 主な収入は、入場料、広告料（看板、ゼッケン等）、放映権料などであ
る。総収入は5000万元（約6億5千万円）で、内、入場料収入は1500万元（約2億円）であり、全体では
黒字だそうだ。ゼッケンスポンサーは、家電と食品の外資系メーカーである。
入場料は表2のとおりで、決して安くはないが、3万人収容のスタジアムの7割程度が常に埋まるそう

である。
年俸は基本給と勝利給がある。内国人の基本給は最高限度が1万2千元以内に決まっている。外国

人は基本給が高い。勝利給は公式のリーグ戦で勝つと40万元、引き分けると20万元をチームに分配
し、各選手への配分方法は監督やスタッフが決める。負けるとゼロだ。また、移籍金制度なども整えら
れているようである。
ホームスタジアムである虹口足球場は、区政府などが出資した上海市虹口体育投資発展有限公司

が所有している。芝生の練習場やクラブハウスも政府から借りている。
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